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※○は会派代表者。　　※市議会では会派制をとり議会活動を行っています。なお、所属議員３人以上の会派を、議会運営委員の選出などができる交渉会派としています。

　軽度外傷性脳損傷は、転倒や転落、交通事

故等により頭部に衝撃を受けた際に脳が損傷

し、発症する疾病であり、その主な症状は、

高次脳機能障害による記憶力・理解力・注意

力の低下をはじめ、てんかんなどの意識障害、

半身麻痺等、複雑かつ多様である。

　しかしながら、軽度外傷性脳損傷はＭＲＩ

などの画像検査では異常が見つかりにくいた

め、労災保険や自賠責保険の補償対象になら

ないことが多く、働けない場合には生活に窮

することもある。さらに、この疾病を知らな

いために職場や学校で理解されず、悩み苦し

む状況も見受けられる。

　世界保健機関は、外傷性脳損傷の定義を明

確化し、予防措置を確立することを提唱して

おり、我が国でも対策が求められる。

　よって、本市議会は国に対し、以上の現状

を踏まえ、下記の事項について適切な措置を

講ずるよう強く要望する。

１．軽度外傷性脳損傷について、教育機関等

に対し広く周知を図ること

２．画像所見が認められない高次脳機能障害

の労災認定について、適切に認定が行われ

るよう、取り組みを進めること

○平成�6年定例会開会予定日○

12月定例会 11月28日(金)

※上記は予定であり、事情により変更され
る場合があります。
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○市長提出
議　案 第 11 号 市川市一般職員の給与に関する条例の一部改正について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決

12 号 市川市税条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
13 号 市川市使用料条例等の一部改正について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 修正議決

市川市使用料条例等の一部改正について（修正部分を除く原案） ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可 決

14 号
使用料等に消費税等相当額を円滑かつ適正に反映させるための関係条例の整備に関する
条例の制定について

○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決

15 号 市川市国民健康保険税条例の一部改正について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ × 修正議決
市川市国民健康保険税条例の一部改正について（修正部分を除く原案） ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可 決

16 号 市川市道路占用料条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
17 号 市川市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
18 号 市川市立幼稚園の設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
19 号 市川市放課後保育クラブの設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
20 号 平成 26 年度市川市一般会計補正予算（第 1号） ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
21 号 平成 26 年度市川市国民健康保険特別会計補正予算（第 1号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
22 号 平成 26 年度市川市地方卸売市場事業特別会計補正予算（第 1号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
23 号 平成 26 年度市川市介護保険特別会計補正予算（第 1号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
24 号 平成 26 年度市川市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 1号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
25 号 都市計画道路 3・4・18 号道路築造工事第 4-1 工区請負契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
26 号 国分第 1排水区水路改良工事請負契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
27 号 市川市防災行政無線（同報系）再整備工事請負契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
28 号 補助金返還請求事件に関する訴えの提起について ○ △ ○ ○ ○ △ ○ △ ○ ○ ○ ○ 可 決

認　定 第１号 平成 25 年度市川市一般会計、特別会計及び公営企業会計決算の認定について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認 定
○議員提出
発　議 第 16 号 市川市敬老祝金支給条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ × ○ × ○ × 可 決

17 号 ウイルス性肝硬変・肝がんの医療費助成等に関する意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
18 号 産後ケア体制の支援強化を求める意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決

19 号
軽度外傷性脳損傷に係る周知及び適切な労災認定に向けた取り組みの推進を求める意見
書の提出について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決

20 号「危険ドラッグ（脱法ハーブ）」の根絶に向けた総合的な対策の強化を求める意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決
21 号 魅力ある地方都市の構築へ向けた施策の推進を求める意見書の提出について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可 決
22 号 奨学金制度の充実を求める意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可 決

23 号
市制 80 周年と「核兵器廃絶平和都市宣言」30 周年に当たり、本市が核兵器廃絶平和都
市であることを再び宣言する決議について

× × ○ × × × △ ○ × ○ × ○ 否 決

24 号
安倍内閣に対し集団的自衛権行使を容認した閣議決定の撤回を求める意見書の提出につ
いて

× × ○ × × × ○ ○ × × × ○ 否 決

25 号
安倍晋三内閣総理大臣に対し米軍による原爆投下の事実を重く受けとめ、原爆犠牲者に
哀悼の誠をささげるとともに、原爆犠牲者の声に寄り添うことを求める意見書の提出に
ついて

× × ○ × × × ○ ○ × × × ○ 否 決

26 号 安倍内閣に対し川内原発の再稼動を断念することを求める意見書の提出について × × ○ × × × △ ○ × ○ × ○ 否 決
27 号 消費税率 10％への増税中止を求める意見書の提出について × × ○ × × × △ ○ × × × ○ 否 決

○その他
議員の派遣について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ △ ○ × ○ × 承 認

○請　願

請願 第 26-7 号 公民館、動植物園、スポーツ施設等使用料の値上げ中止を求める請願
みなし
不採択

26-8 号 南行徳駅周辺地区地区計画の建築物等用途制限の緩和に関する請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採 択
26-9 号 市道 0101 号の歩道の安全確保に関する請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採 択

26-11-1 号「子ども・子育て支援新制度」における保育・学童保育の充実を求める請願 × × ○ × × × × ○ × × × × 不採択

※出席した会派の議員全員が、賛成：○、反対：×、出席した会派の議員の一部が賛成・一部が反対：△
※無所属・ネット＝無所属の会・市民ネット　　※９月 26 日付で結いの党から無所属に会派名が変更されました。
※みなし不採択：議会の意思は議案の可決により確定し、これに拘束されるため、可決した議案と相反する趣旨の請願を不採択とみなすものです。
※議員別の賛否は市川市議会のホームページに掲載しています。
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。
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１
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２
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。
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● 議員の寄附やあいさつ状（答礼のための自筆によるものを除く）は公職選挙法で禁止されています ●

　

議
会
は
、
平
成
26
年
９
月
16
日
か
ら
19
日
ま
で
決

算
審
査
特
別
委
員
会
を
開
き
、
平
成
25
年
度
市
川
市

一
般
会
計
、
特
別
会
計
及
び
公
営
企
業
会
計
決
算
に

つ
い
て
審
査
し
ま
し
た
。

　

審
査
終
了
後
、
本
会
議
に
お
い
て
委
員
会
で
の
審

査
に
関
す
る
報
告
が
な
さ
れ
、
採
決
の
結
果
、
本
決

算
を
賛
成
多
数
で
認
定
し
ま
し
た
。

【
主
な
質
疑
応
答
】

問
「
一
般
会
計
・
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
額
が

減
少
に
転
じ
た
要
因
を
ど
う
分
析
し
て
い
る
か
」

答
「
東
京
ベ
イ
・
浦
安
市
川
医
療
セ
ン
タ
ー
整
備
事

業
が
完
了
し
た
こ
と
や
、
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
延
命

化
事
業
の
工
事
費
の
減
少
等
に
よ
り
一
般
会
計
の
歳

出
が
大
き
く
減
少
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
と
考
え
て

い
る
」

問
「
ふ
る
さ
と
納
税
制
度

活
用
事
業
の
寄
附
金
額
が

当
初
見
込
み
よ
り
少
な
か

っ
た
が
、
今
後
ど
う
取
り

組
ん
で
い
く
の
か
」

答
「
市
公
式
ウ
ェ
ブ
サ
イ

ト
等
で
シ
テ
ィ
セ
ー
ル
ス

を
続
け
る
と
共
に
、
Ｔ
ポ

イ
ン
ト
の
付
与
を
継
続
し

て
い
き
た
い
」

問
「
病
院
事
業
会
計
は
病

院
運
営
を
見
直
さ
な
け
れ

ば
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入

金
を
減
ら
せ
な
い
。
今
後

ど
う
改
善
し
て
い
く
の

か
」

答
「
繰
入
金
は
増
え
て
い

る
が
、
受
け
入
れ
患
者
数

は
広
報
や
地
元
自
治
会
へ

の
チ
ラ
シ
配
付
等
の
結
果

増
加
し
て
い
る
。
今
後
は
、

今
あ
る
医
療
資
源
の
中
で

患
者
数
を
増
や
し
、
経
営

改
善
を
図
っ
て
い
く
」

その他
下水道事業、後期高齢者
医療など4会計
153億8058万円

152億675万円

　

９
月
定
例
会
に
は
、
意
見
書

案
等
11
件
が
提
出
さ
れ
、
議
会

は
こ
の
う
ち
、
６
件
を
可
決
し

５
件
を
否
決
し
ま
し
た
。

　

可
決
し
た
意
見
書
は
、
10
月

７
日
に
関
係
行
政
庁
へ
送
付
し

ま
し
た
。（

審
議
結
果
は
左
表
）

一
般
、
特
別
、
公
営
企
業
会
計

平

成

25

年

度

決

算

を

認

定

＜一般会計＞ ＜特別会計＞

歳入 1313億6800万円
国民健康保険

450億2906万円

歳出 1276億7278万円 437億367万円 217億5182万円

介護保険
219億8054万円


